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事実の概要

　被相続人（昭和12年生）は令和2年3月に死亡し、
相続が開始した。相続人は、被相続人と前夫との
間の子である長男Ｂ（昭和 35 年生）及び二男Ｃ（昭
和 38 年生）である。本件は、被相続人の弟Ａ（昭
和 17 年生）が、Ｂ・Ｃに対し、特別寄与料の支
払を求めた事案である。
　被相続人は平成 5年に前夫と離婚し、その頃か
らＢ・Ｃとは疎遠であった。Ａは、離婚の頃までは、
Ｂ・Ｃと叔父と甥としての交流があり、Ｃの住居、
Ｂ及びＣが被相続人の子であることなどを知って
いた。Ａは被相続人の死亡の事実を当日に知り、
死亡の事実等をＣに知らせ、令和 2年 3月 22 日、
被相続人の葬式を執り行った。Ａは、葬式会場を
訪れたＣに対し遺産相続の話をし、同年5月以降、
遺産である預貯金の解約等の手続を進め、同年 8
月頃、Ｂ・Ｃに対し、Ａが前記預貯金を解約等す
るために必要な書類であるとして、委任状や印鑑
登録証明書、戸籍謄本をＡに交付するよう依頼し、
同月 16 日頃には、Ｃを介して、これら書類の交
付を受けた。Ａは、Ｂ・Ｃに対し、被相続人の遺
産の 3分の 1 を取得したい旨を伝えていたとこ
ろ、令和 2年 10 月 14 日頃、Ｂらの代理人弁護
士を通じてその支払を拒絶された。そのため、Ａ
は、令和 3年 1月 20 日、Ｂ・Ｃらに対する特別
の寄与に関する処分調停事件をそれぞれ申し立て
たが、同年 5月 14 日調停は不成立となり、本件
審判手続に移行した。

審判の要旨

　却下（確定）。
　１　特別の寄与の有無について、「（被相続人が
通院や入院をするようになった）平成 8年 6月から
Ａの妹であるＦが体調を崩した平成 27 年 6 月ま
での間は、被相続人の身元引受人として主に被相
続人に関与していたのは前記ＦであってＡではな
く、その間のＡ自身による関与は年に数回程度面
会等に訪れるといった限定的なものにすぎないこ
とが認められる。また、同月以降についてのＡの
関与も、仮にＡの主張を前提としたとしても、月
に数回程度入院先等を訪れて診察や入退院等に立
ち会ったり、手続に必要な書類を作成したり、身
元引受けをしたりといった程度にとどまり、専
従的な療養看護等を行ったものではなく、これを
もっても、Ａが、その者の貢献に報いて特別寄与
料を認めるのが相当なほどに顕著な貢献をしたと
まではいえない。以上によれば、本件各申立てに
おいて、申立人による『特別の寄与』（民法 1050
条 1項）の存在を認めることは困難である。」

　２　除斥期間経過の有無について、「民法 1050
条 2 項ただし書は、特別寄与者が家庭裁判所に
対して協議に代わる処分を請求することができる
期間として、『相続の開始及び相続人を知った時
から六箇月』以内という制限を設け除斥期間を規
定しているところ、同条がその除斥期間の起算点
を『相続の開始』を『知った時』のみでなく『相
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続人を知った時』にもかからしめたのは、被相続
人の相続開始は知ったもののその相続人の存在等
を覚知できなかった場合や、特別寄与料の支払を
請求していた相続人が特別寄与者の知らないうち
に相続放棄をしていたような場合等、特別寄与者
が家庭裁判所に対する特別寄与料に関する処分の
請求に及ぶことを期待し得ない場合にまで除斥期
間が経過してしまうことのないようにするためで
あると考えられる。かかる趣旨からすると、同項
にいう『相続人を知った時』とは、当該相続人に
対する特別寄与料の処分の請求が可能な程度に相
続人を知った時を意味するものと解するのが相当
である。」
　本件では、Ｃに対する特別寄与料の処分申立の
関係では、被相続人が死亡した日の時点でＡが「相
続人を知った」と認められ、Ｂについては、Ａが
Ｃと預貯金の解約等の手続に関する連絡を取れる
ようになっていたと考えられる令和 2年 5 月頃
の時点ではＡがＢの住所地を相手方Ｃから聞き取
るなどして調査することは容易であったと考えら
れ、遅くとも同年 5月末の時点では、Ａが「相
続人を知った」と認められる。したがって、Ａが
Ｂ・Ｃに対する特別寄与料の処分の請求を家庭裁
判所に申し立てた令和3年 1月 20日の時点では、
Ａが「相続の開始及び相続人を知った時」から 6
か月の除斥期間を経過していることが明らかであ
り、本件処分申立は却下を免れない。

判例の解説

　一　民法 1050 条と本審判の意義
　民法 1050 条 1 項は、「被相続人に対して無償
で療養看護その他の労務の提供をしたことにより
被相続人の財産の維持又は増加について特別の寄
与をした被相続人の親族（特別寄与者）は、相続
開始後、相続人に対し、特別寄与者の寄与に応じ
た額の金銭（特別寄与料）の支払を請求すること
ができる。」と定める。本条は、平成 30 年法律
第 72 号によって新設された条文であり、遺産分
割における共同相続人間の公平を図るために昭和
55 年法律第 51 号により導入された民法 904 条
の 2の寄与分制度（家事別表第二 14 項「寄与分を
定める処分」）とは異なり、相続人ではない特別寄
与者に遺産分割の外で相続人に対する特別寄与料

の請求を認めたものであり、本来ならば相続の外
で行われるべき非相続人に対する清算を相続法の
中で処理するものである１）。
　特別寄与料の支払については、一次的には当事
者の協議によるが、協議が調わないとき、又は協
議をすることができないときは、特別寄与者は、
家庭裁判所に対して協議に代わる処分を請求する
ことができる（同条 2項。家事別表第二 15 項「特
別の寄与に関する処分」）。この場合、家庭裁判所は、
寄与の時期、方法及び程度、相続財産の額その他
一切の事情を考慮して、特別寄与料の額を定める
（同条 3項）。一切の事情には、相続債務の額、被
相続人による遺言の内容、各相続人の遺留分、特
別寄与者が生前に受けた利益等が含まれる２）。特
別寄与料の額は、被相続人が相続開始時に有した
財産の価額から遺贈の価額を控除した残額を超え
ることができず（同条 4項）、相続人が数人ある
ときは、各相続人は、特別寄与料の額に法定又
は指定相続分を乗じた額を負担する（同条 5項）。
家庭裁判所に対する処分請求は、特別寄与者が相
続の開始及び相続人を知った時から 6か月、又
は相続開始時から 1年以内にしなければならな
い（同条 2項ただし書）。これらの期間制限は、い
ずれも除斥期間とされる３）。
　司法統計によれば、法施行後の家事審判・調停
事件の新受件数は、令和元年には審判 1件（取下
げ）、調停 4件であったところ、令和 2年には審
判 21 件、調停 298 件と大幅に増加しているが、
審判 21 件のうち既済は 9件、その内訳は、却下
2件、取下げ 6件、その他 1件で、認容例はない。
本審判も却下例であるが、民法 1050 条につき公
表されたおそらく初めての審判例であり、被相続
人の血族 2親等の兄弟姉妹による「特別の寄与」
を否定した裁判例として、また、6か月の除斥期
間の起算点につき判示したものとして、参考にな
る。

　二　民法 1050 条の「特別の寄与」
　特別寄与料請求権の要件として、①被相続人の
相続人以外の親族であること、②無償で療養看護、
その他の労務を提供したこと、③被相続人の財産
の維持又は増加があること、④労務の提供と財産
の維持・増加に因果関係があること、⑤特別の寄
与があることが挙げられる４）。このうち「特別の
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寄与」要件は、その者の貢献に報いるために一定
の財産を与えることが実質的公平の理念に適うと
ともに、被相続人の推定的意思にも合致すると考
えられる場合に制度の適用範囲を限定するために
設けられたものであり５）、その趣旨に照らし、「貢
献の程度が一定程度を超えること」を意味し６）、
「その者の貢献に報いるのが相当と認められる程
度の顕著な貢献があったこと」を意味するものと
解すべきとされる７）。民法 904 条の 2 の「特別
の寄与」については、一般に、寄与の程度が被相
続人と相続人の身分関係に基づいて通常期待され
る程度の貢献を超えるものであることを意味する
と解されているが、これは、通常期待される程度
の貢献については、相続分に基づく財産の取得を
もって満足すべきものと整理されているものと考
えるならば、民法 1050 条にいう相続人でない親
族の「特別の寄与」は「通常の寄与」との対比の
観点から判断されるものではないと解せられるこ
とになる８）。
　特別寄与者の典型例は、被相続人の療養看護に
努めた相続人の配偶者（多くは妻）である。相続
人の配偶者は被相続人の姻族 1親等であるから
相続人ではない。そこで、民法 904 条の 2 に関
する裁判例では、相続人の配偶者を相続人の履行
補助者とみてその寄与貢献を当該相続人の寄与分
として認めていたが９）、このいわゆる履行補助者
構成は相続人が死亡しているような場合には適用
できないなど理論的な難点や適用上の限界があ
る 10）。民法 1050 条の新設により、相続人の配偶
者が直接に他の相続人に特別寄与料を請求するこ
とができるようになったことの意味は大きい 11）。
　特別寄与者として他に、相続人の子及びその配
偶者、被相続人の（相続人でない）兄弟姉妹及び
その配偶者、被相続人の配偶者の連れ子などが考
えられるところ 12）、本審判は、被相続人の兄弟
姉妹につき、年に数回程度面会に訪れることや、
（数年間）月に数回程度入院先等を訪れて診察や
入退院等に立ち会ったり、手続に必要な書類を作
成したり、身元引受けをしたりといった程度では、
「専従的な療養看護」等を行ったものではなく、「そ
の者の貢献に報いて特別寄与料を認めるのが相当
なほどに顕著な貢献」とはいえないとする。東京
家庭裁判所の実務運用では、「専従性」とは「療
養看護の内容が片手間なものではなくかなりの負

担を要するものであること」が必要とされてお
り 13）、本審判はこのような実務運用にそったも
のといえるであろう。
　他方、学説では、特別縁故者認定例を参考に、
老人介護施設への入所や入院に際しての身元引受
けなども視野に入れて療養看護による労務の提供
の意味が変容していく可能性も指摘されており14）、
また、療養看護につき、相続人の寄与分の認定が
厳しい現状を踏まえ、特別寄与者には相続分がな
いのだから、基準を緩和して運用すべきであると
の主張がなされている 15）。
　どの程度の貢献であれば「顕著性」が認められ
るのか、裁判例の動向を注視したい。

　三　民法 1050 条の期間制限と起算点
　権利（又は請求権）の行使期間を時効とするか、
除斥期間とするかは、権利の性質と規定の趣旨に
従って定められるべきところ 16）、特別寄与料請
求権の期間制限については、立法過程で次のよう
な議論がみられる。当初、「民法（相続関係）等
の改正に関する中間試案」は、「相続開始を知っ
た時から一定期間（例えば 6箇月間）行使しな
いときは、時効によって消滅するものとする。相
続開始の時から一定期間（例えば 1年）を経過
したときも、同様とする」ものとし、前者を時効
期間、後者を除斥期間と解していたが 17）、後に、
本請求権は、民法 768 条の財産分与請求権と同
じく、要件が満たされることにより未確定の権利
が生じるが、具体的な権利は協議又は審判によっ
て初めて形成されるものと性質決定され 18）、そ
れを受けて、協議又は審判により特別寄与料の額
が確定する前の段階において、消滅時効の起算点
となる「権利を行使することができる時」（民法
166 条）が到来しているといえるか疑義があるこ
とから、6か月の期間も除斥期間とされた 19）と
いう経緯がある。また、その際、6か月の期間の
起算点につき、特別寄与者が被相続人の死亡は
知ったものの相続人の存在を覚知できなかった場
合や、請求の相手方たる相続人が特別寄与者の知
らないうちに相続放棄をしていたような場合に支
払請求を否定するのは相当でないとして、「相続
の開始及び相続人を知った時」に改められた 20）。
本期間制限は、相続をめぐる紛争の複雑化、長期
化を防止するために設けられたものであるが 21）、
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請求者の権利行使の機会の確保にも一定の配慮が
なされているといえよう。
　本件では、令和 2年 3 月に被相続人が死亡し
て相続が開始し、Ａは令和 3年 1 月 20 日にＢ・
Ｃに対する特別の寄与に関する処分調停事件を申
し立てており、調停不成立により調停申立時に審
判申立があったとみなされ（家事 272 条 4 項）、1
年の除斥期間は経過していない。そこで、6か月
の期間経過が問題となる。本審判は、先の立法趣
旨を踏まえ、「相続人を知った時」とは、「当該相
続人に対する特別寄与料の処分の請求が可能な程
度に相続人を知った時」をいうとして、相続人Ｃ
については相続開始時、Ｂについてはその住所地
を調査することが容易であった時点を起算点とし
て、それぞれにつき 6か月の除斥期間の経過を
認めたものである。
　本件のように、調停・審判に先立ち、相続人と
協議を進めるうちに 6か月の除斥期間が経過す
ることは稀ではないであろう。請求者としてはす
みやかに調停の申立を行うことになる 22）。
　なお、特別寄与料請求の制度は、不当利得返還
請求権等の財産法上の権利に直接影響を与えるも
のではないと考えられ 23）、そうであるとすると、
除斥期間経過後であっても、不当利得返還請求権
等の行使は認められるものと思われる。
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